
教育委員会定例会日程 

 

平成２９年１０月２７日 

 

１ 開 会 

２ 協議事項  

  議席の指定について                    （教育総務課） 

３ 前回会議録の承認 

４ 会議録署名委員の決定 

５ 議事 

日程第１  

報告第７号  

事務の臨時代理の報告（教育財産の処分に係る申し出）について  

（学校安全課） 

６ 報告事項 

（１）市議会９月定例会・決算特別委員会の概要について  

（資料１ 教育部・文化部）  

（２）学校給食費の徴収方法の変更等について    （資料３ 学校安全課） 

（３）平成２９年度上半期寄付採納状況について   （資料４ 教育総務課） 

（４）平成２９年度上半期教育委員会職員の公務災害の状況について  

 （資料５ 教育総務課）  

７ その他 

８ 報告事項  

（５）生涯学習センター分館及び図書館分館の今後のあり方について【非公開】  

（資料２ 生涯学習課・図書館） 

９ 閉 会 



報告第７号 

事務の臨時代理の報告（教育財産の処分に係る申し出）について 

小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原

市教育委員会規則第４号）第３条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理した

ので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

平成２９年１０月２７日提出 

 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   教育財産の処分に係る申し出について 

１ 所 在 地 等  別紙のとおり 

２ 財 産 の 内 訳  別紙のとおり 

３ 地目 ・ 構造  別紙のとおり 

４ 地積 ・ 面積  別紙のとおり 

５ 申し出の相手方  小田原市長 加藤 憲一 

６ 処分後の用途  民間への貸付け（学校教育施設としての活用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



教育財産（旧片浦中学校）の位置図及び内訳 
 

【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内 訳】 

【土地（14筆）】 

地 番 地 目 地 積（㎡） 

小田原市根府川 28番 1 学校用地 111.95 

小田原市根府川 28番 16 宅地 156.14 

小田原市根府川 29番 5 宅地 344.68 

小田原市根府川 30番 1 学校用地 73.65 

小田原市根府川 31番 1 学校用地 545.00 

小田原市根府川 32番 1 学校用地 595.08 

小田原市根府川 33番 1 学校用地 1,169.55 

小田原市根府川 33番 3 雑種地 124.00 

小田原市根府川 34番地 学校用地 533.22 

小田原市根府川 35番 1 学校用地 969.22 

小田原市根府川 36番 1 学校用地 574.46 

小田原市根府川 39番 1 学校用地 226.84 

小田原市根府川 40番 1 学校用地 515.54 

小田原市根府川 41番地 学校用地 2,333.20 

合 計（14筆） 8,272.53 

   

【建物（校舎及び屋内運動場）】 

名 称 構 造 面 積（㎡） 

校舎 鉄骨造 3,005.23 

屋内運動場 鉄骨造 777.00 

合 計 3,782.23 

 

別
 
紙
 

旧片浦中学校 

グラウンド 

校舎 

屋内運動場 
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平 成 ２ ９ 年 ９ 月 定 例 会 日 程 

第  １日目  ９月 ４日 月 ・補正予算並びにその他議案一括上程――提案説明 

第  ２日目  ９月 ５日 火 
（休 会）（議案関連質疑通告 締切  正午） 

     （一般質問通告   締切 午後３時） 

第  ３日目  ９月 ６日 水 （休 会） 

第  ４日目  ９月 ７日 木 ・質疑、各常任委員会付託、請願・陳情付託 

第  ５日目  ９月 ８日 金 （休 会）総務常任委員会 

第  ６日目  ９月 ９日 （土） （休 会） 

第  ７日目  ９月１０日 （日） （休 会） 

第  ８日目  ９月１１日 月 （休 会）厚生文教常任委員会 

第 ９日目  ９月１２日 火 （休 会）建設経済常任委員会 

第１０日目  ９月１３日 水 （休 会） 

第１１日目  ９月１４日 木 （休 会） 

第１２日目  ９月１５日 金 （休 会）（委員長報告書検討日） 

第１３日目  ９月１６日 （土） （休 会） 

第１４日目  ９月１７日 （日） （休 会） 

第１５日目  ９月１８日 （月） （休 会）            （敬老の日） 

第１６日目  ９月１９日 火 

・各常任委員長審査結果報告・採決  

・請願・陳情審査結果報告・採決 

・一般質問                   

第１７日目  ９月２０日 水 ・一般質問 

第１８日目  ９月２１日 木 ・一般質問 

第１９日目  ９月２２日 金 ・一般質問 

第２０日目  ９月２３日 （土） （休 会）            （秋分の日） 

第２１日目  ９月２４日 （日） （休 会） 

第２２日目  ９月２５日 月 

・一般質問                 

・決算認定案（一般・特別・企業）一括上程 ―― 

 提案説明、質疑、決算特別委員会設置、付託 

・決算特別委員会（正副委員長互選、全体説明、書類

審査・一般会計） 

第２３日目  ９月２６日 火 （休 会）決算特別委員会（書類審査・一般会計） 

第２４日目  ９月２７日 水 
（休 会）決算特別委員会（書類審査・一般会計・特

別会計・企業会計） 

第２５日目  ９月２８日 木 
（休 会）決算特別委員会（現地査察） 

     （総括質疑通告 締切 午後５時） 

第２６日目  ９月２９日 金 （休 会） 

第２７日目  ９月３０日 （土） （休 会） 

第２８日目 １０月 １日 （日） （休 会）                  

第２９日目 １０月 ２日 月 （休 会）                   

第３０日目 １０月 ３日 火 
（休 会）決算特別委員会（総括質疑、討論、採決、

とりまとめ） 

第３１日目 １０月 ４日 水 （休 会） 

第３２日目 １０月 ５日 木 （休 会）決算特別委員会（委員長報告検討） 

第３３日目 １０月 ６日 金 ・決算特別委員長審査結果報告、質疑、討論、採決 

告示 ８月２５日（金）  ＊議会運営委員会開催予定 ８月２８日（月）午前１０時 

資料１ 
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厚 生 文 教 常 任 委 員 会（教育部・文化部） 

 

平成２９年９月１１日実施 

 

１ 事件 

（１）議 題 

ア 議案第 ５７号 平成２９年度小田原市一般会計補正予算（所管事項） 

エ 議案第 ６９号 土地の取得について（史跡小田原城跡百姓曲輪用地） 

ク 陳情第１１３号 二宮金次郎の事績を大河ドラマの題材として採用すること

を求めるため、日本放送協会（ＮＨＫ）に要望書を提出す

ることを求める陳情 

２ 所管事務調査 

（１）報告事項 

イ 平成２９年度教育委員会事務の点検・評価について 

  ウ 平成３０年度使用教科用図書（小学校道徳）の採択について 

 

 

平成２９年９月２９日実施 

 

１ 所管事務調査 

（１）報告事項 

ア 学校給食費の徴収方法の変更等について 







平成２９年９月定例会 一般質問（教育部・文化部） 

 

5 

 

 質問順 ２  １６番  篠原 弘  

３（１）学校施設整備について 

 

 質問順 ４   ５ 番  鈴木和宏  

１ 本市の東京オリンピック・パラリンピック競技大会への取組について 

（４）東京オリンピック・パラリンピック競技大会と教育について 

３ 先端技術（ＡＩ、ドローン、ロボット、ＩｏＴ）の活用について 

（３）人材育成と効果の検証について 

 

 質問順 ５    ９ 番  楊 隆子  

２ 検診受診率向上対策について 

（２）がん教育について 

 

 質問順 ８   ４ 番  安藤孝雄  

２ 学校教職員の多忙化・多忙感解消の取組の推進について 

（１）各学校における教職員の勤務実態について 

（２）教職員の年次休暇の取得状況について 

（３）市立小中学校における夏季休業中のお盆時期を閉庁することについて 

 

 質問順 ９  ２０番  今村洋一  

１ リテラシー（知識を評価識別する能力）の取組推進について 

（１）教育現場での取組と課題について 

（３）市民への啓発活動について 

 

 質問順１１  １９番  奥山孝二郎  

１ 小中学校のトイレ等について 

（１）洋式化による児童・生徒の教育環境の向上について 

（２）災害時に広域避難所となる屋内運動場などのトイレの機能強化について 

２ 中学校の部活動指導員等について 

（１）教員による部活動指導の現状について 

（２）部活動地域指導者の活用状況について 

（３）部活動指導員の導入について 

 

 質問順１３  １２番  神永四郎  

１ 平成２９年度 総合教育会議について 

（１）コミュニティスクールと地域コミュニティ組織との連携について 

（２）仕組みづくり・事業内容について 
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 質問順１６  ２８番  関野隆司  

２ 本市小学校の学校プール開放について 

（１）全市立小学校のプール開放が必要と考えるが 

（２）今後の改善策について 

 

 質問順１８  １３番  佐々木ナオミ  

２ 公共施設のあり方について 

（１）適正な管理について 

 



＊一般質問（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

篠
　
原
　
弘

学
校
施
設
整
備
に
つ
い
て

市
長

老朽化した学校
施設の再整備に
ついて、公共施
設再編基本計画
と整合を図りな
がら学校施設再
整備計画の策定
を進めることに
方針変更し、先
送りした理由を
伺う。

・学校施設の整備計画については、平成２８年度末に中長期の視点を持っ
た計画を策定する予定であった。
・しかしながら、公共施設の老朽化対策や適正配置には全庁的に取り組ん
でいく必要があることから、平成２９・３０年度に「公共施設再編基本計
画」を策定することとした。
・このため、まずは、再編計画において、学校施設の検討データも生かし
ながら、全ての公共施設を対象に複合化や統廃合を含めて検討し、これと
整合を図る形で学校施設再整備計画を策定することが、将来的な実現性を
担保できるものと判断したものである。

本
市
の
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
競
技
大
会
へ
の
取
組
に
つ
い
て

教
育
長

小田原に滞在す
る選手が地元の
小中学校に訪れ
ることによっ
て、どのような
交流の効果が考
えられるのか伺
う。

・小田原に滞在する選手と交流することにより、スポーツに新たに興味を
持つ、スポーツがさらに好きになるといった意欲の向上につながることが
期待される。
・また、交流した選手の出身国に興味を持つ子供や、人柄に感銘を受ける
子供もでてくると思われる。
・本物に出会うという感動体験をすることは、多様な価値を認め、共感で
きる心を育てることにつながり、「友情、連帯、フェアプレーの精神とと
もに相互理解が求められる」というオリンピック精神にも通じている。オ
リンピック・パラリンピック選手との交流が実現した際には、その機会を
大切にしてまいりたい。

先
端
技
術
（

Ａ
Ｉ
、

ド
ロ
ー

ン
、

ロ
ボ
ッ

ト
、

Ｉ
o
Ｔ
）

の

活
用
に
つ
い
て

教
育
長

２０２０年には
教育現場でのプ
ログラミング教
育の必修化が始
まるが、現在の
情報教育と２０
２０年に始まる
プログラミング
教育の内容及び
本市の子供たち
につけたい力に
ついて伺う。

・現在の情報教育では、情報手段の適切な活用と、情報モラルの習得につ
いて指導をしている。
・２０２０年から必修化が始まるプログラミング教育では、「コンピュー
タに意図した処理を行うよう指示することができる体験を取り入れていく
こと」を重視している。
・本市においても、情報技術を効果的に活用しながら、論理的に問題を解
決していく力、すなわち「情報を調整する力」をつけていきたいと考えて
いる。

楊
　
隆
　
子

が
ん
教
育
に
つ
い
て

教
育
長

小・中学校にお
けるがん教育の
現状について伺
う。

・本市小学校では、６年生の保健の授業において、がん等の生活習慣病が
どんな病気なのか。また、その予防はどうするのかについて学習してい
る。
・中学校では、３年生の保健体育の授業において、生活習慣病を引き起こ
す要因と、予防について更に理解を深めるとともに、健康の保持増進や疾
病の予防のために、各自治体で行っている健康診断や心身の健康に関する
相談等の保健活動について学習している。

各
学
校
に
お
け
る
教

職
員
の
勤
務
実
態
に

つ
い
て

教
育
長

教職員の多忙化
について、本市
の実態と、その
ことについてど
のように認識し
ているのか伺
う。

・教育委員会では毎月、１ヶ月間の超過勤務の合計が８０時間を超えた教
職員数を調査している。
・平成２８年度は、小学校５７４人中のべ９３人、中学校３２２人中のべ
７８人の超過勤務の報告があり、ここ数年、大きな変動は見られない。
・教育委員会としては、現状の超過勤務時間数を減らすために、教職員の
負担軽減に向けた業務の改善が必要であると認識している。

学
校
教
職
員
の
多
忙
化
・
多
忙
感

解
消
の
取
組
の
推
進
に
つ
い
て

教
育
長

教職員の多忙化
が指摘されてい
る中で、本市の
教職員の年次休
暇の取得状況は
どのようか。校
種、性別等によ
る違いや、ここ
数年の傾向につ
いて伺う。併せ
て「夏季休暇」
の取得状況を伺
う。

・平成２８年度における年次休暇の取得状況は、小学校で、平均
１２．０日、中学校で平均８．９日であり、全県平均とほぼ同じである。
・なお、平成２５年度に比べると小学校で平均０．６日、中学校で平均
０．４日増加している。
・また、性別による取得日数は、小学校では男女ほぼ同じであるが、中学
校では女性のほうが男性より平均１．５日年次休暇を多く取得している。
・「夏季休暇」は、ほとんど取得されているものと認識している。

鈴
　
木
　
和
　
宏

安
　
藤
　
孝
　
雄
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＊一般質問（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

安
　
藤
　
孝
　
雄

市
立
小
中
学
校
に
お
け

る
夏
季
休
業
中
の
お
盆

時
期
を
閉
庁
す
る
こ
と

に
つ
い
て

教
育
長

夏季休業中のお
盆時期に学校の
閉庁に取り組ん
でいる県内自治
体の現状につい
てどのように把
握しているのか
伺う。

・県内では横浜市の他、海老名市でも夏季休業中に学校を閉庁していると
聞いているが、その実施内容は一律ではない。
・実施している２市の取組の共通点は、閉庁期間には業務を休止し日直は
置かないこと、職員は夏季休暇や年次休暇を当てて休んでいること、教育
委員会として閉庁期間に研修などは設定しないこと、である。

教
育
長

本市におけるリ
テラシー教育の
現状と、今後の
考えについて伺
う。

・学校では、様々な教科でコンピュータを活用し、機器の使用法やデータ
処理、インターネットによる調べ学習などの授業が行われている。
・特に中学校の技術科においては、情報通信ネットワークや情報モラル、
コンピュータを利用したプログラミング作成等の専門的な学習も行われて
いる。
・教科の学習以外にも、学級活動や道徳の時間を活用したり、外部から講
師を招いた携帯電話安全教室等を開催したりして、情報の正しい取り扱い
方や伝え方について学習している。
・情報活用能力の育成は、次期学習指導要領においても重要事項の一つと
して掲げられており、リテラシー教育は今後ますます重要なものになって
くると考えている。

教
育
長

先進事例に関す
る研究の現状
と、今後の方針
について伺う。

・市教育委員会では、先進事例を参考に平成２６年度から２年間、教育研
究所の共同研究事業において「情報モラル教育の充実に関する研究」を
行った。
・その内容は、小学校の教員３人と中学校の教員２人を研究員として、児
童生徒の情報モラルを育むための効果的かつ具体的な指導等について研究
し、公開研究会を開催して、成果を各校に還元した。
・また、総務省のモデル事業として、平成２９年度より始まったタブレッ
ト端末等を効果的に学習に取り入れる「スマートスクール・プラット
フォーム実証事業」に応募すべく検討をすすめたが、実証事業の期間と本
市教育ネットワークシステムの更新時期が重なり、事業者やシステム構成
の変更も考えられることなどから、応募には至らなかった。
・今後も先進事例を参考にするとともに、アンテナを高くして、更なる研
究を継続し、効果的な事業を展開してまいりたい。

教
育
長

今後のリテラ
シー教育の展開
における課題に
ついて伺う。

・社会において各家庭の価値観が多様化している中、メールやＳＮＳ
（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を使った誹謗中傷やいじめ
が問題となっており、情報モラルについては、学校教育だけでなく、学
校・家庭・地域が連携して取り組むことが重要な課題である。
・また、情報活用能力に関わる指導については、時代に即した指導が展開
できるよう、教員自身の情報活用能力を育成することが課題であると考え
ている。

教
育
長

今後のリテラ
シー教育の取組
における方向性
について伺う。

・情報に関する知識を習得し、目的に合わせて情報機器を活用する能力で
ある情報リテラシーと、様々なメディアからの情報を主体的に読み解き、
正しく整理、分析、活用する能力であるメディアリテラシーのいずれもこ
れからの時代に必要な力であると考える。

市
長

小中学校校舎ト
イレにおける現
在の洋式化率に
ついて伺う。

・平成２９年８月末の時点で、校舎トイレの数は小学校１，３３７基、中
学校５９５基で合わせて１，９３２基となっている。
・その内訳は、洋式が９４９基、和式が９８３基である。
・なお、平成２７年度に洋式化を計画した際に、児童・生徒数に対する適
正便器数を１，４０９基と設定し、その適正便器数に対する洋式化率とし
ては、６７．４％となっている。

市
長

小中学校のトイ
レ洋式化の今ま
での取組と今後
の計画について
伺う。

・平成２４年度からトイレ洋式化を実施しており、平成２８年度からは
「小田原市スポーツ振興・教育環境改善基金」を活用して実施している。
・具体的には、平成３０年度末までに、児童・生徒数に応じた適正便器数
に対して８０％以上の洋式化率を目指す計画で進めている。
・この計画に基づき、平成２８年度は７校を完了して、平成２９年度は１
５校、平成３０年度は１４校を予定しており、最終的には計画を上回る洋
式化率になる見込みである。

今
　
村
　
洋
　
一

リ
テ
ラ
シ
ー
（

知
識
を
評
価
識
別
す
る
能
力
）

の
取
組
推
進
に
つ
い
て

小
中
学
校
の
ト
イ
レ
等
に
つ
い
て

奥
　
山
　
孝
　
二
　
郎
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＊一般質問（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

市
長

屋内運動場にお
ける洋式トイレ
の設置状況につ
いて伺う。

・屋内運動場については、広域避難所となるすべての小学校において、男
女とも１基は洋式化している状況である。

市
長

屋内運動場への
多目的トイレの
設置について、
市の考えを伺
う。

・広域避難所となる小学校の屋内運動場には、災害の際には様々な人が避
難してくるため、多目的トイレの必要性は認識している。
・現在、屋内運動場に多目的トイレを設置しているのは、富水小学校と町
田小学校の２校であるが、今後、屋内運動場の改築や大規模改修等を行う
際には、多目的トイレを整備していきたい。
・また、災害時用としては、各小学校に車いす対応型の洋式の仮設トイレ
を１基ずつ備蓄しているが、今後、多目的トイレについて被災地の実例な
どを参考に検討してまいりたい。

教
育
長

中学校において
教員は部活動指
導をどのように
行っているか現
状を伺う。

・中学校の部活動では、原則一つの部活動に、顧問を複数人配置している
ことが多いため、教員のほとんどが部活動指導に携わっている。
・教員は自己研さんを積んで部活動指導にあたっているが、必ずしも自分
の得意分野の部活動の顧問を務めるとは限らない。また、一部の部活動に
おいては、部活動地域指導者を依頼し、顧問と協力して部活動の指導にあ
たっている。
・また、部活動指導は、平日放課後の部活動はもとより、週休日も、大会
や練習試合の引率等を行っている。

教
育
長

平成２９年度の
部活動地域指導
者の人数及び効
果について伺
う。

・平成２９年度の中学校における市教育委員会で依頼した部活動地域指導
者の人数は４４人である。
・地域指導者活用の効果として、生徒にとっては、専門的な指導により技
術力向上につながっていることが挙げられる。
・また、顧問にとっては、部活動指導の負担が少なくなる効果があると捉
えている。

教
育
長

部活動指導員と
地域指導者の違
いについて、ど
のように認識し
ているか伺う。

・国が示している部活動指導員は、校長の命により顧問となることがで
き、専門的な技術指導だけでなく学校外での活動の引率等も職務として考
えられるなど、校長の監督を受け、教員と同様に部活動指導全般に従事す
ることができる立場であると認識している。
・一方、現在本市で導入している部活動地域指導者は、協力者として顧問
と連携し、専門的な技術指導を中心に行うが、単独での学校外での活動の
引率等は認められていない。

市
長

コミュニティス
クールと地域コ
ミュニティ組織
との連携を新た
に立ち上げる理
由と目的につい
て伺う。

・本市では、地域とともにある学校づくりを行うため、コミュニティス
クールの導入を図り、地域との連携を進めている。
・一方、地域コミュニティ組織は、地域活動団体が一堂に会して、子供に
関わるテーマも含む地域の課題解決に向けた活動を行っている。
・両者の取組をより効果的に推進するため、学校を拠点とした新たな連携
を図ることで、青少年育成、防犯、防災などの地域課題の解決や地域ぐる
みで学校を支援していく体制づくり等を行おうとするものである。

市
長

コミュニティス
クールと地域コ
ミュニティ組織
との連携に向け
た仕組みづくり
と、それぞれの
役割や具体的な
取組内容は。

・まず、その仕組みづくりについては、これまで教頭が担ってきた地域と
の調整機能を担う「地域コーディネーター」と、地域活動団体間の連携を
進める役割を担う地域コミュニティ組織の「事務局」を学校に置こうとす
るものである。
・地域コーディネーターと事務局は、それぞれ、学校・地域の窓口とな
り、学校と地域活動団体間の緊密な連携を図るものである。
・こうした取組により、地域行事への児童生徒・保護者の参加やスクール
ボランティア、放課後子供教室、放課後児童クラブ事業等への地域人材の
参画が促進されると考えている。

神
　
永
　
四
　
郎

平
成
２
９
年
度
　
総
合
教
育
会
議
に
つ
い
て

中
学
校
の
部
活
動
指
導
員
等
に
つ
い
て

奥
　
山
　
孝
　
二
　
郎

小
中
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イ
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い
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＊一般質問（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

神
　
永
　
四
　
郎

平
成
２
９
年
度
　
総
合

教
育
会
議
に
つ
い
て

市
長

連携の推進に向
け想定される課
題と今後の計画
の考え方につい
て伺う。

・平成３１年度までに小学校全校に導入をすすめているコミュニティス
クールは、現在９校であり、地域コミュニティ組織の活動の状況は地域に
より様々である。
・連携に向けた新たな取組は、学校や地域の状況を勘案して実施すること
になるが、小学校区と地域コミュニティ組織の単位である自治会連合会の
区域が一致していない場合は、小学校ごとに地域コミュニティ組織と調整
を進める必要もある。
・今後の計画としては、平成３０年度にモデル校１校で連携を実施し、そ
の効果や課題を検証しながら、他地区での開設に向けた調整を行ってまい
りたい。
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＊一般質問（文化部）
議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

公
明
党
　
今
村
議
員

リ
テ
ラ
シ
ー
（

知
識
を
評
価
識
別
す

る
能
力
）

の
取
組
推
進
に
つ
い
て

市
　
長

社会教育や生涯学
習の場面でのリテ
ラシー啓発の取り
組みについて見解
を伺う。

近年特に、市の施設や事業に関する様々な情報を発信しており、これら
の行政情報を市民のみなさんが正しく理解し、適切に判断するために
も、リテラシーの啓発は重要と考えている。
生涯学習の観点からは、その時々の課題となる内容をテーマにして開催
している行政講座の中で、市民のリテラシー啓発に寄与するような講座
を検討するとともに、「生涯学習きらめき出前講座」において、時宜に
適した講座を加えるよう所管課に働きかける等、リテラシー啓発の機会
を増やすよう努めてまいりたい。

市
長

学校プール開放事
業が今年度３校で
実施できなかった
ことをどう考える
か。

子供たちのために大変有意義な事業であり、全校で実施することが望ま
しいと考えているので、今年度事業実施に至らなかった学校があること
は大変残念に思っている。

副
市
長

来年度以降プール
開放への対応をど
うしていくつもり
なのか。

管理謝礼金を開催日数に応じて払う形から、開催日数に関わらず支払う
形にする方向でPTA連絡協議会と話し合っており、小規模校にとって事
業を実施しやすくなると考えている。

新
生
ク
ラ
ブ
　
佐
々
木
議
員

公
共
施
設
の
あ
り
方
に
つ
い
て

 
副
市
長

星崎記念館（市立
図書館）の適正な
管理について伺
う。

建設から６０年近くが経過し、老朽化も著しく、バリアフリーへの対応
など現在の公共施設に求められる機能や快適性を満たすことは難しいと
考えている。公共施設の再編を考える中で、この施設に大きな投資をす
ることは難しいが、適正な管理に努めてまいりたい。

共
産
党
　
関
野
議
員

本
市
小
学
校
の
学
校
プ
ー

ル
開

放
に
つ
い
て
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 質疑順 １  志民の会  安野 裕子委員  

２（１）教育費のうち不用額について 

３（１）外壁改修等工事請負費について 

４（１）放課後児童健全育成事業について 

 

 質疑順 ４  日本共産党  関野 隆司委員  

３（１）少人数学級編制事業等について 

  ア どの子にも行き届いた教育を行う少人数学級等について 

（２）拡充策について 

 

 質疑順 ５  公明党  楊 隆子委員  

１（１）放課後児童クラブ指導員の人数、資格の有無、労働条件について 

（２）放課後子ども教室の今後の方向性について 

 

 質疑順 １２  新生クラブ  井原 義雄委員  

２（１）体力･運動能力向上推進事業について 

  ア 平成２８年度の取組状況と成果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＊決算特別委員会（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

教
育
部
長

教育費のうち、
教育総務費、小
学校費、中学校
費、幼稚園費の
不用額はどのく
らいあるのか伺
う。

・平成２８年度の不用額の合計は、２億５，９８７万８，０５１円であ
る。

時
田
副
市
長

教育費の不用額
は、どのように
取り扱っている
のか伺う。

・教育費に限らず、予算については、地方自治法の定めるところにより、
総計予算主義に基づき事業費を計上し、議会の議決を経て、執行している
ものである。
・このことから、不用額を他の用途に充当することは、原則として行って
いない。

教
育
部
長

小田原市学校施
設整備基本方針
に基づく短期計
画の実施期間で
ある、平成２６
年度から平成２
８年度におい
て、計画に位置
付けられた修繕
は何割程度執行
できたのか伺
う。

・平成２６年２月に策定した、小田原市学校施設整備基本方針に基づく短
期計画に位置づけられた修繕については、平成２６年度から平成２８年度
までの３年間で約５割程度執行できた。

市
長

学校からの修繕
要望に対する優
先順位はどのよ
うな基準で決め
ているのか。ま
た、その順位付
けは誰が行って
いるのか伺う。

・本市では、小田原市学校施設整備基本方針に基づき短期計画を策定し、
児童生徒の安全の確保と安心して学べる環境を整えるため、危険性のある
部分の速やかな改善を最優先課題とした、緊急度の高い修繕を早急に行う
ことにした。
・平成２６年度は、雨漏りにより授業に支障を来す屋上防水改修を最優先
に実施し、平成２７年度は防災機能強化の観点から消火栓配管や自動火災
報知設備の改修等を、平成２８年度は、衛生面からカーペット敷きで汚れ
ていた教室の床改修工事等を優先して実施した。
・また、順位付けについては、学校安全課が、各学校に対して聞き取り調
査などを行い、現状も確認した上で総合的に判断し行っている。

教
育
部
長

平成２８年度に
執行予定の改修
工事のうち、予
算上の都合で執
行できず、翌年
度に先送りと
なったものがあ
るか伺う。

・平成２８年度に予定していた酒匂小学校、前羽小学校、泉中学校の受水
槽等改修工事については、年度当初に予定していた国庫補助の採択が年度
末となったため翌年度に繰り越し、平成２９年度に実施した。

教
育
部
長

平成２８年度に
入札で執行した
改修工事のう
ち、国庫補助の
対象でない工事
の件数と金額を
伺う。

・平成２８年度に入札で執行した改修工事のうち、国庫補助の対象となら
ないものの件数は１３件で、合計金額は
１億６，８６２万６，７２０円となっている。

教
育
費
の
う
ち
不
用
額
に
つ
い
て

外
壁
改
修
等
工
事
請
負
費
に
つ
い
て

安
　
野
　
裕
　
子
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＊決算特別委員会（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

教
育
部
長

放課後児童クラ
ブの待機児童の
現状と、待機解
消に向けどう対
応してきたの
か。また、今後
の課題はなにか
伺う。

・放課後児童クラブの待機児童は、対象学年を小学６年生に引き上げた影
響もあり、平成２６年度から１・２校で年度当初に発生している。
・待機児童が発生した場合には、学校と協議し、クラブ室の増設等を行
い、いずれも夏ごろには解消しているところである。
・今後も学校と協議を進め、クラブ室の確保に努めていくが、施設的な制
約などから新たなクラブ室の確保が難しいケースもあり、課題であると認
識している。

教
育
部
長

放課後児童クラ
ブ指導員の賃金
の計算方法はど
のように行って
いるのか伺う。

・放課後児童クラブの指導員の勤務実績は、勤務実績表で管理している。
・賃金の計算方法としては、勤務実績表を毎月月末に締め、時間内勤務は
勤務時間を分単位で合計した時間に賃金単価を掛け、時間外勤務に対して
は、割増単価で計算している。
・なお、時間外勤務については、正規職員と同様に、月間の合計時間に６
０分未満の端数が生じた場合、３０分以上は切り上げ、３０分未満は切り
捨てている。

教
育
部
長

放課後児童クラ
ブの運営委託料
以外に維持修繕
や物品購入はい
くらあるのか。
また、主にどの
ようなものに使
用しているのか
伺う。

・平成２８年度に維持修繕及び物品等の購入に要した額は、
１７９万９千円である。
・その内訳は、クラブ室の畳やカーテンの修繕、座卓や物品整理用の棚な
どの購入が主なものとなっている。

教
育
長

少人数学級等に
ついて、現状を
伺う。

・平成２８年度の、少人数指導スタッフの配置は、市内小学校５校に１人
ずつ、また、スタディ・サポートスタッフについては、
１３校へ１８人の配置を行った。

教
育
長

少人数学級等に
ついて、評価と
成果をどのよう
に捉えているの
か伺う。

・少人数学級編制の取組は、教員や保護者などから、低学年の児童が新し
い環境に不安を感じたり、戸惑ったりすることなく、学校生活になじむこ
とができると評価されている。
・その成果としては、学習面や生活面における教員のきめ細かな指導が可
能となったこと。また、児童が安定した学校生活を送ることができたこ
と。そして、落ち着いた環境の中で、児童一人ひとりに関わる時間が増加
し、学習支援の充実が図られたことなどが挙げられる。

教
育
長

少人数学級編制
の拡充策につい
て伺う。

・平成２８年度についても、これまで同様、少人数学級編制を拡充するた
め、新たに県から教員を配置してもらう必要があることから、全国都市教
育長協議会や神奈川県市町村教育長連合会などを通して、国や県に教員の
増員の働きかけを行ってきた。

関
　
野
　
隆
　
司

少
人
数
学
級
編
制
事
業
等
に
つ
い
て

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
に
つ
い
て

安
　
野
　
裕
　
子
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＊決算特別委員会（教育部）

議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
指
導

員
の
人
数
、

資
格
の
有

無
、

労
働
条
件
に
つ
い
て

教
育
部
長

放課後児童クラ
ブ指導員の人
数、資格の有
無、賃金はどう
いう状況か伺
う。

・放課後児童クラブの指導員は、平成２９年４月１日時点で、１７８人在
籍している。
・指導員の募集にあたって資格要件は設けていないが、幼稚園教諭や保育
士、教員、放課後児童支援員の資格を保有している指導員は
９１人在籍している。
・賃金については、指導員の確保などの目的から、最低賃金を上回る額と
しており、平成２８年度の時給単価は９４０円である。また、平成２９年
度からは、時給単価 ９６０円としている。

放
課
後
子
ど
も
教
室

の
今
後
の
方
向
性
に

つ
い
て

市
長

放課後子ども教
室の今後の開設
予定と放課後児
童クラブとの連
携について伺
う。

・放課後子ども教室は平成２９年度に６校で開設し、現在は１１校に設置
している。今後も、計画的に開設し、平成３１年度までに市内全ての小学
校で放課後子ども教室の設置ができるよう進めているところである。
・放課後子ども教室と放課後児童クラブの連携については、全ての放課後
児童クラブが学校敷地内に設置されている本市の利点を生かし、活動ス
ペースの共用やスタッフの相互活用など、一体的な運用に向けて取り組ん
でまいりたい。

井
　
原
　
義
　
雄

体
力
・
運
動
能
力
向
上
推
進
事

業
費
に
つ
い
て

教
育
長

平成２８年度体
力・運動能力向
上推進事業の取
組状況と成果に
ついて伺う。

・主な取組としては、小学校８校に、体力・運動能力向上指導員として、
体育系大学の学生や指導主事等を延べ２６日間、１１６人派遣した。
・また、体力向上につながる運動や遊びの指導力向上を図るため、大学准
教授を講師として教職員研修会を小学校１校で実施した。
・更に、オリンピックの金メダリスト等、著名なアスリートを、小中学校
１１校に派遣し、講話や実技指導を行った。
・成果としては、児童生徒が具体的な運動のポイントを理解し、実際に新
体力テストの記録向上につながった。また、成果を検証する体力向上プロ
ジェクト会議では、児童生徒の運動に対する意欲の向上がみられたこと、
教員に関しても、指導のポイント等を学び、専門性の向上が図れたことが
挙げられており、成果と捉えている。

楊
　
隆
　
子
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           学校給食費の徴収方法の変更等について 

 

１ 小田原市学校給食費検討委員会の検討 

  給食費については、概ね３年ごとに、校長、園長、保護者、栄養士の各代表からなる

「小田原市学校給食費検討委員会」が組織され、その金額の妥当性等が検討されます。 

今年度は当該検討委員会の開催年度であり、年度当初から給食費の金額や会計処理方法

について検討される予定でしたが、４月に本市小学校において給食費の盗難事件が発生し

たため、給食費の徴収方法等についても併せて検討されました。 

その結果、①給食費の金額は、社会情勢を勘案し、かつ、栄養士による給食費の試算等

を行い現行のままで給食提供が実施できると判断し、このまま据え置くこと（小学校月額  

４，３００円、中学校月額５，０００円、幼稚園月額３，９００円）、②子どもが現金を持

ち歩くリスク、保護者や教職員がまとまった額の現金を扱うリスク、それが一か所に集約

されるリスクなどを勘案し、給食費の徴収方法は口座引落しにすること、③保護者負担の

公平性、教職員の負担軽減、会計処理の透明性の確保等を勘案し、平成３２年度に公会計

化することを見据えて事務を進めることについて、８月２８日に小田原市学校給食会長で

ある教育長に報告がありました。 

 

２ 報告後の教育委員会の対応 

検討委員会からの報告を受け、教育委員会内で検討し、以下のとおり方針を決定しました。 

① 給食費の金額は、現在の金額のまま据え置く。 

② 給食費の徴収方法は、平成３０年度から、手集金ではなく口座引落しとし、その手数料

は保護者負担とする。給食費の督促等未納対策は、教育委員会が主となり対応してい

く。 

③ 公会計化は、先進自治体の導入スケジュールを勘案し、平成３３年度を目途にできるだ

け早期に開始できるよう検討を進めていく。 

 

３ 今後の動き  

学校長に対しては、各校長会（小学校９月５日、中学校９月２２日）で教育委員会の方

針を説明するとともに、給食費の徴収方法については、改めて各校長園長に、文書で依頼

しました。また、学校用事務マニュアルを作成し、配布します。 

保護者に対しては、１０月に給食費徴収方法の変更及び口座開設等の協力依頼の通知を

配布した後、１１月上旬までに手続き書類等を配布し、所定の手続きを取っていただくよ

う依頼していく予定です。 

 

  【参考：給食費月額の推移】                      単位：円 

実施年月 小学校 中学校 幼稚園 

平成２年４月～平成１１年３月 ３，４００ ４，０００ ３，１００ 

平成１１年４月～平成２１年３月 ３，８００ ４，５００ ３，４００ 

平成２１年４月～平成２７年３月 ３，９００ ４，６００ ３，５００ 

平成２７年４月～ ４，３００ ５，０００ ３，９００ 

 

資料３ 
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平成２９年度上半期寄付採納状況について 

 

物品 

 
寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

1 匿名 聴診器ほか５件（１２点）  不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

２ 匿名 桶屋関係資料４４件（１５５点） 不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

３ 
小田原市扇町 

府川 啓治 
電気信号機ほか６点（１２点） 290,000円 

足柄小学校の備

品として 

４ 

小田原市栄町 

株式会社ナック中村屋 

ナック商店会 

握力計ほか１件（５点） 73,151円 
小中学校の設備

として 

５ 匿名 フイゴ（鍛冶道具）ほか２件（４点） 不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

６ 

小田原市入生田 

西さがみ文化フォーラム 

代表 田代 道彌 

「小田原舟歌」カセットテープ 不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

７ 

小田原市千代 

千代・豊川スポーツクラブ 

代表 岡村 智明 

提供 株式会社 和義 

サッカーゴール 350,000円 
豊川小学校の備

品として 

８ 中村 圭一 
「廂庵」炉の小板（横井夜雨関係資

料） 
不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

９ 

小田原市城山 

学校法人三幸学園小田原短

期大学 

学長 小沼 肇 

書籍「栄養士・管理栄養士スタート

ブック」ほか１件（６６冊） 
74,844円 

中学校１１校の備

品として 

10 

 
匿名 押絵羽子板 不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 
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11 匿名 大型壁掛ホーローホワイトボード 不明 
橘中学校の備品

として 

12 

小田原市本町 

小田原白梅ライオンズクラブ 

会長 立山 和也 

中学校理科教育振興備品２０点 750,000円 
青少年健全育成

を目的として 

13 
小田原市穴部新田 

渡邊 謙一 
モバイル書画カメラ２点 100,000円 

足柄小学校の備

品として 

14 匿名 舞台後方幕（体育館用） 249,998円 
橘中学校の備品

として 

15 

川崎市中原区中丸子 

公益財団法人東京応化科学

技術振興財団 

理事長 藤嶋 昭 

「科学教育の普及・啓発助成」推薦

図書セット 

小学校 １１冊２５セット 

児童クラブ １１冊２４セット 

985,445円 

小学校２５校・児

童クラブ２４クラ

ブの備品として 

16 匿名 旅行鞄（益田家旧蔵） 不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

17 

小田原市城内 

おだわら学習帳配布実行委員

会 

おだわら学習帳ほか１件（５，５００

冊） 
830,169円 

市内小学校 3・4

年生（学習帳） 

4 歳児および市

内小学校 1 年生

（ぬりえ） 

学習用として 

18 中村 圭一 
北澤楽天 画「飯後庵之図」（横井

夜雨関係資料）ほか５件（４点） 
不明 

郷土文化館の展

示・研究資料とし

て 

19 
埼玉県草加市原町 

横山 正明 
書籍「小田原と地震」４０冊 39,200円 

市内小中学校の

備品・設備として 
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現金 

 
寄 付 者 寄付金額 寄付目的 使途先 

１ 匿名 400,000円 

酒匂小学校、下府中小学校、富

士見小学校、酒匂中学校の図書

充実のため 

各学校選定の

図書を購入予

定 

２ 匿名 2,000,000円 

明治天皇宮ノ前行在所及び公園

の樹木等の整理及び植替えのた

め 

文化財保持を

目的として 

 

 

演劇無料提供 

 
寄 付 者 公 演 名 寄付目的 備考 

１ 

横浜市青葉区あざみ野 

四季株式会社 

代表取締役社長 

吉田 智誉樹 

「こころの劇場」 

劇団四季ミュー

ジカル 

『嵐の中の子ど

もたち』 

青少年の情操教育のため 

市立小学校に

通う小学 4 年

生等に対する

演劇鑑賞の提

供 

 



 

 

平成２９年度上半期教育委員会職員の公務災害の状況について 

 

 

災害発生期間 平成２９年２月２１日～平成２９年９月３０日 

被災職員 
所  属 

職  名 
傷 病 名 災 害 発 生 状 況 

１ 

教育指導課 

（幼稚園） 

副園長 

右足関節外果骨折 

【受傷日 平成２９年２月２１日】 

 

 幼稚園において、園庭の泥おとしマ

ットに足を踏み出したところ、バラン

スを崩し転倒した。 

２ 

学校安全課 

（小学校） 

調理員 

左母指指尖部挫滅傷 

【受傷日 平成２９年４月２１日】 

 

 小学校内給食調理場において、人参

を短冊切りにしていたところ、人参を

支えていた左手を滑らせてしまい、包

丁で左母指指尖部を削ぎ落としてしま

った。 
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